
 

〔主な財源対策の内容〕 
                                （単位：億円） 

区   分 
20 年 度 

①

19 年 度 

②

比  較 

①－② ③ 

増減率 

③／② 

減収補てん債（特例分） 323 103 220 213.6％

退職手当債 270 269 1 0.4％

行政改革推進債 215 189 26 13.8％

企業庁からの借入 100 110 △10 △9.1％

合 計 908 671 237 35.3％


